
茨城県都市計画法施行細則（昭和45年規則第45号）新旧対照表 

改正案 現行 

（開発行為許可申請書の添付図書） （開発行為許可申請書の添付図書） 

第３条 法第29条第１項又は第２項の規定による許可を受けようとする

者は，開発行為許可申請書に，法第30条第２項に規定するもののほ

か，次に掲げる図書を添付しなければならない。 

第３条 法第29条第１項又は第２項の規定による許可を受けようとする

者は，開発行為許可申請書に，法第30条第２項に規定するもののほ

か，次に掲げる図書を添付しなければならない。 

(1) 開発区域となるべき土地の公図の写し (1) 開発区域となるべき土地の公図の写し 

(2) 開発区域となるべき土地の登記事項証明書 (2) 開発区域となるべき土地の登記事項証明書 

(3) 開発区域の面積が５ヘクタール以上の開発行為にあつては，当該

開発行為に関する工事の施行期間中の防災計画に関する書類 

(3) 開発区域の面積が５ヘクタール以上の開発行為にあつては，当該

開発行為に関する工事の施行期間中の防災計画に関する書類 

(4) 主として，自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供する目的

で行う開発行為（当該開発行為に関する工事が宅地造成及び特定盛

土等規制法（昭和36年法律第191号）第12条第１項又は第30条第１項

の許可を要するものを除く。）又は住宅以外の建築物若しくは特定

工作物で自己の業務の用に供するものの建築若しくは建設の用に供

する目的で行う開発行為（当該開発行為に関する工事が当該許可を

要するもの及び開発区域の面積が１ヘクタール以上のものを除

く。）以外の開発行為を行う場合にあつては，次に掲げる書類 

(4) 主として，自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供する目的

で行う開発行為                       

                              

              又は住宅以外の建築物若しくは特定

工作物で自己の業務の用に供するものの建築若しくは建設の用に供

する目的で行う開発行為（                  

       開発区域の面積が１ヘクタール以上のものを除

く。）以外の開発行為を行う場合にあつては，次に掲げる書類 

ア 申請者に当該開発行為を行うために必要な資力及び信用がある

ことを証する書類 

ア 申請者に当該開発行為を行うために必要な資力及び信用がある

ことを証する書類 

イ 工事施行者に当該開発行為に関する工事を完成するために必要 イ 工事施行者に当該開発行為に関する工事を完成するために必要



な能力があることを証する書類 な能力があることを証する書類 

(5) その他知事が必要と認める図書 (5) その他知事が必要と認める図書 

第４条 省令第16条第２項に規定する設計説明書は，様式第１号によ

る。 

第４条 省令第16条第２項に規定する設計説明書は，様式第１号によ

る。 

２ 前項の設計説明書には，次に掲げる図書を添付しなければならな

い。  

２ 前項の設計説明書には，次に掲げる図書を添付しなければならな

い。 

(1) 新たに設置される公共施設の管理者等に関する書類（様式第２

号） 

(1) 新たに設置される公共施設の管理者等に関する書類（様式第２

号） 

(2) 従前の公共施設の管理者等に関する書類（様式第３号） (2) 従前の公共施設の管理者等に関する書類（様式第３号） 

(3) 実測図に基づいて作成した公共施設の新旧対照図 (3) 実測図に基づいて作成した公共施設の新旧対照図 

３ 開発行為に関する工事が宅地造成及び特定盛土等規制法第12条第１

項又は第30条第１項の許可を要する場合には，第１項の設計説明書に

は，前項に掲げる図書のほか，宅地造成又は特定盛土等に関する工事

の概要（様式第３号の２）を添付しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 



様式第３号の２（第４条第３項） （新設） 

 

 



 

 



様式第12号（第13条の２） 様式第12号（第13条の２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第19号（第18条） 様式第19号（第18条） 

   


